
川崎市交通局の産業医非常勤嘱託員に関する実施要綱

平成１６年６月 １日

１６川交庶第１７６号

最近改定 平成２９年４月１日 ２８川交庶第１０２３号

（目的）

第１条 この要綱は、労働安全衛生法（昭和４７年６月８日法律第５７号）第

１３条の規定に基づき選任する産業医の非常勤嘱託員（以下「嘱託員」とい

う。）に関し、川崎市交通局非常勤嘱託員に関する基準要綱（平成１９年３

月２６日１８川交庶第１００９号。以下「基準要綱」という。）第３４条の

規定に基づき、法令等に別の定めがあるものを除くほか、必要な事項を定め

るものとする。

 （職名）

第２条 嘱託員の職名は、産業医非常勤嘱託員という。

 （職及び職務）

第３条 嘱託員の職は、産業医とし、職務の内容は別に定めるとおりとする。

 （定数）

第４条 嘱託員の定数は、２名とする。

 （任用期間）

第５条 嘱託員の任用期間は、任用条件書に定める。

（勤務場所、勤務日及び勤務時間等）

第６条 嘱託員は、庶務課勤務とし、勤務日及び勤務時間等については次の各

号に定めるとおりとする。

（１）勤務日は、１月のうち、あらかじめ指定する４日とする。

（２）１日の勤務時間は、午後１時から午後４時までの３時間とする。

（３）前２号の規定による勤務ができない場合は、勤務日を、１月のうち、あ

らかじめ指定する３日とし、１日の勤務時間を、あらかじめ指定する４時



間とすることができる。

 （年次有給休暇）

第７条 嘱託員に対して、別表第１に掲げる区分に応じた年次有給休暇を原則

として１日を単位に付与することができる。ただし、４月１日から翌年３月

３１日までの期間（以下「年度」という。）の中途で任用された嘱託員につ

いては、その年度内において任用した月に応じて別表第２に規定する日数を

付与することができる。

２ 基準要綱第６条の規定に基づき、任用が更新された場合において、前年度

（直近１年度に限る。）に付与した年次有給休暇の日数のうち使用しなかっ

た日数がある場合は、当該年度に限り繰り越すことができる。

３ 前条第３号による勤務日及び勤務時間とした場合は、年次有給休暇を付与

しないこととする。

４ 次の各号に掲げる職員（以下、各号職員という。）であった者が、引き続

き嘱託員に任用された場合において、前年度に付与された年次有給休暇又は

年次休暇（以下、年次休暇等という。）の日数のうち使用しなかった日数が

ある場合は、当該年度に限り繰り越すことができる。また、この場合におけ

る当該年度の年次有給休暇の付与日数は、当該年度における各号職員の任用

期間（この項の規定により任用期間とみなしたものを含む。）の初日から嘱

託員の任用期間の末日までを任用期間とみなして第１項の例により求められ

る日数から、各号職員の任用期間に付与された年次休暇等の日数を減じて得

た日数（０日を下回るときは、０日）に、各号職員の任用期間の年次休暇等

の残日数を加えて得た日数とする。

（１）嘱託員

（２）川崎市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和３４年川崎市

条例第３０号）第２条の適用を受ける職員

（３）川崎市公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和３２年川



崎市条例第３２号）第２条第１項の適用を受ける職員

（４）地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２第１項及び第

２項に掲げる職員

 （報酬）

第８条 嘱託員の報酬額は、次のとおりとする。

（１）第１種報酬の額は、月額２００，０００円とする。

（２）第２種報酬の額は、通勤の事情等に応じ局長が別に定めるものとする。

 （月の中途における任用等の場合の第１種報酬）

第９条 嘱託員が、月の中途において任用された場合の当該月の第１種報酬は

 、当該月の初日から任用日の前日までの間の本来勤務すべき日数に１日の勤

務時間数を乗じて得た数に第１１条第１項に規定する勤務１時間当たりの第

１種報酬額を乗じて得た額を、前条第１号の第１種報酬月額から減額する。

２ 嘱託員が、月の中途において退職した場合の当該月の第１種報酬は、退職

日の翌日から当該月の末日までの間の本来勤務すべき日数に１日の勤務時間

数を乗じて得た数に第１１条第１項に規定する勤務１時間当たりの第１種報

酬額を乗じて得た額を、前条第１号の第１種報酬月額から減額する。ただし、

死亡退職の場合は、全額支給するものとする。

 （第１種報酬の減額）

第１０条 嘱託員が、勤務日に勤務しないときは、その勤務しない１時間につ

き、次条第１項に規定する勤務１時間当たりの第１種報酬額を減額して、第

１種報酬を支給する。

 （勤務１時間当たりの第１種報酬額）

第１１条 嘱託員の勤務１時間当たりの報酬額は、第８条第１号に規定する第

１種報酬月額を１月の勤務時間数で除して得た額とする。

２ 前項の場合において、第１種報酬額に５０銭未満の端数を生じたときは、

これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときは、これを切り上



げるものとする。

（その他必要事項）

第１２条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、局長が定める。

別表第１（第７条関係）

勤務年数ごとの休暇日数

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

１日 ２日 ２日 ２日 ３日

備 考

 基準要綱第６条第２項の規定により再度任用する嘱託員が、年度を越えて継

続して勤務する場合には、付与することができる年次有給休暇の日数は、労働

基準法（昭和２２年４月７日法律第４９号）第３９条第３項及び同法施行規則

（昭和２２年８月３０日厚生省令第２３号）第２４条の３第３項次表の１年間

の所定労働日数の区分に応じ、基準要綱第６条第１項の任用の始期から起算し

た勤務年数の区分ごとに定める日数とする。

別表第２（第７条関係）

任用月ごとの休暇日数

４月～９月 １０月～３月

１日 ０日

   附 則

 この要綱は、平成１６年６月１日から施行する。



   附 則

 この要綱は、平成１８年１０月１日から施行する。

   附 則

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。

   附 則

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

附 則

 この要綱は、令和２年５月１日から施行し、令和２年４月１日から適用する。


